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株式会社トラストバンクの新設分割会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社トラストバンク（本社：東京都品川区、

代表取締役：川村 憲一、以下「トラストバンク」）にて、同社が運営する GX（グリーント

ランスフォーメーション）事業に係る会社分割（新設分割）により設立を予定している新会

社の全株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、下記の通りお知ら

せいたします。  

 

記  

 

１．株式取得の目的 

当社グループは、「相鉄グループサステナビリティ方針」に基づき、持続的な社会の実現

に向けた取組みを推進しています。 

また 2024 年 2 月には、環境負荷低減に向けたグループとしての取組みを一層進めるべく、

「相鉄グループ環境方針」および「相鉄グループ環境ビジョン」を策定し、2050 年度にお

けるカーボンニュートラル達成を目指して、脱炭素化に向けたアクションプランを掲げて

取り組んでおります。 

当社グループでは、これまで沿線における自社保有施設を活用した太陽光発電設備の開

発・運営を進めてまいりましたが、上記の目標達成に向けて、再生可能エネルギー事業の更

なる強化を目指しております。 

トラストバンクの有する GX 事業に係るリソースや知見は、当社グループにおける上記の

実現に資するものと判断し、トラストバンクとの間で今回取引の合意に至りました。 

 

 



2．異動する子会社等の概要 

（１）名称 未定 

（２）所在地 未定 

（３）代表者名の役職・氏名 未定 

（４）事業内容 GX（グリーントランスフォーメーション）事業(*) 

(*)地域発電事業、地域マイクログリッド事業、 

地域エネルギーマネジメント事業 

（５）資本金 10,000,000 円（予定） 

（６）設立年月日 2024 年 5月 31 日（予定） 

（７）大株主及び持株比率 株式会社トラストバンク 100％（予定） 

（８）上場会社と当該会社の関係 記載すべき資本関係、人的関係、取引関係はあり

ません。また関連当事者にも該当いたしません。 

※ 当該会社は、新設分割により設立される予定であるため、直近事業年度の財政状態及

び経営成績はありません。未定事項は、決定後速やかにお知らせする予定です。 

 

3．株式取得の相手先の概要 

（１）名称 株式会社トラストバンク 

（２）所在地 東京都品川区上大崎三丁目 1番 1号 

（３）代表者名の役職・氏名 代表取締役 川村 憲一 

（４）事業内容 ふるさと納税事業・パブリテック事業・地域通貨

事業・GX事業・EC事業・教育事業・その他事業 

（５）資本金 122,243,816 円 

（６）設立年月日 2012 年 4月 2日 

（７）純資産 15,196 百万円 

（８）総資産 19,938 百万円 

（９）大株主及び持株比率 株式会社チェンジホールディングス 100％ 

（１０）上場会社と当該会社の関係 記載すべき資本関係、人的関係、取引関係はあり

ません。また関連当事者にも該当いたしません。 

※ 数値は全て 2023 年 3月 31 日のものを記載しております。 

 

 

※ 

※ 
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4．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 0 株 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２）取得株式数 200 株（予定） 

（３）異動後の所有株式数 200 株（予定） 

（議決権所有割合：100.0％） 

※ 取得価格は、第三者の評価結果等を参考に当社内で検討し、株式取得の相手方との交

渉を経て決定いたしました。尚、株式取得の相手方との守秘義務契約の観点から、開

示は差し控えさせていただきます。 

 

5．日程 

（１）取締役会決議 2024 年 3月 28 日 

（２）株式譲渡契約締結 2024 年 3月 28 日 

（３）会社分割による新設会社の設立日 2024 年 5月 31 日（予定） 

（４）株式取得完了 2024 年 9月 30 日（予定） 

 

6．今後の見通し  

本株式取得により、新会社は当社の連結子会社となる予定です。本件による来期（2025 年 3

月期）の当社グループの連結業績に与える影響は軽微と見込んでおります。今後公表すべき事項

が発生した場合は速やかに開示いたします。 

 

以上 


